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ABSTRACT
　This research has interest in the perspective on where the mechanism of cor-
porate governance employed by Japanese corporations is headed. The opinion of 
stockholder capitalism, which has occupied the central position in Anglo-Ameri-
can society, has prevailed in Japanese business society since the bursting of the 
economic bubble in 1991. 
　This paper aims to present unique ideas about the reform of the governance 
mechanism. In order to ﬁnd the information we really want, we pay special atten-
tion to the political and traditional organizations in Japanese society in addition to 
the modern business corporations. The results reveal that the monitoring mecha-
nism conducted by the middle-level managers and the spin-offs from the parent 
companies have played important roles in the mechanism of corporate govern-
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（ 4 ）たとえば，小論を執筆中の 2009 年 4 月 14 日，日本経済団体連合会は「より良いコーポレー
ト・ガバナンスをめざして－主要論点の中間整理」との提言を出している。以下から入手
可能。http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2009/038.pdf（2009 年 4 月 30 日閲覧）。
（ 5 ）それら議論については，以下のとくに第 1 章を参照。吉村（2007）。
（ 6 ）以下から入手可能。http://www.rengo-soken.or.jp/report_db/pub/detail.php?uid=52（2009
年 4 月 30 日閲覧）。
（ 7 ）意見は以下に全文が掲載されている。『商事法務』1999 年 5 月 25 日号（No.1526）。
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治に関する商法等の改正案要綱」に向けられたものであった。自民党の要綱で



















外の独立取締役による経営監視の仕組みが不可欠（中谷 2006，187 ― 188 頁）」と，
株主が「上」から企業経営を監視する姿，「モノ言う」姿が唱導された時代であっ
たといえよう。
（ 8 ）稲上・連合総合生活開発研究所（2000）の「＜資料 2 ＞日本のコーポレート・ガバナ
















　また，2003 年 4 月から導入が可能となった「アメリカ型の社外取締役の設







　表 2 には，2009 年 4 月 10 日時点の委員会設置会社数がある。
表 1　社外取締役の選任状況・平均人数






産性本部）（2006 年 7 月刊）。
（11）『東証上場会社コーポレート・ガバナンス白書 2009』（2009 年 1 月刊）の 15 頁より。
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　非上場をふくめても，「多数」とは言い難く，また，特定の企業グループ
で合計の約 4 分の 1 を占めている。新規で移行する会社数も減少傾向にある。
2008 年度中は，田崎真珠（東証一部），ベルシステム 24（非上場）の 2 社のみ






















































役についての（2008 年）調査」（http://www.jacd.jp/report/080715_01report.pdf － 2009
年 4 月 30 日閲覧）および「『上場企業と日本取締役協会会員企業との比較』調査（2008）」
（http://www.jacd.jp/report/080822_01report.pdf － 2009 年 4 月 30 日閲覧）の調査報告を
見ると，社外取締役の導入に積極的な会社ほどコーポレート・ガバナンスの意識が高いと
の論調となっている。



















































































































































































Campbell（1988），Goold, Campbell and Alexander（1994）。

























































































に学ぶ－第 3 回 ユアサ商事 『君臨すれど統治せず』で三百二十年」『日経ベンチャー』7 月号。




















































































































































（32）住友生命保険編『住友生命 50 年史』（1977 年刊），65 頁。
（33）芦田の就任当時の同社は，生保 20 社中，11 位でしかなかった。これを，1956 年の保
険料引き下げなど「業界の暴れん坊」と称されるほどの積極的な経営を行い，業界大手に
まで成長させたのは，この芦田の経営手腕にあったとされている。
（34）『日本経済新聞』1994 年 10 月 2 日付朝刊。新井は 1966 年より社長。
（35）『日本経済新聞』1991 年 7 月 12 日付朝刊。
←





に達した合計 1,000 名超による選挙で，まず全国から 30 名の選考委員が選出
された。引きつづいて選考委員会によって選ばれた役員候補者について一般投
票を実施して，得票数に応じて株主総会への推薦順位を決定するという方法が
採用された。選考委員会で選出された取締役 12 名，監査役 2 名の候補者から
9 名が選ばれた。この後，臨時株主総会が開催され社長をはじめとする現職役
員が総退陣し，新たな役員として先の 9 名に，選挙を経ない非常勤の役員とし


















田生命百年史』（1980 年刊）190 ― 192 頁，および『日本経済新聞』1994 年 10 月 2 日付朝刊。
（37）大成建設の事例については，以下を参考にした。社史発刊準備委員会編『大成建設社史』


















1 .「選挙資格」：資格を有するのは，満 5 年以上勤続した社員と現在の会社役員。
2 .「役員候補者」：具体的には，社長候補者 1 名と取締役・監査役候補者若干名。
3 .「選挙方法」：現役役員，幹部社員，一般社員の 3 つの母体がそれぞれに候
補者を選出。
4 .「投票方法」：無記名。社長 1 名とその他役員 24 名の連記制。
5 .「候補者決定方法」：第 25 位までの得票者が候補推薦者。
　昭和 22 年 1 月 15 日に役員候補者の推薦選挙，同 2 月 8 日には選挙投票が実
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